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（様式第１号） 

第三者譲渡（受）承認申請書 

 

平成  年  月  日 

 

大 阪 府 知 事   様 

 

 

住 所 

譲渡人 名 称 

代表者             ㊞ 

 

 

住 所 

譲受人 名 称 

代表者             ㊞ 

 

貴府が分譲を行った大阪木材コンビナート地区内造成地について、下記のとお

り分譲（受）したいので、承認されたく申請します。 

 

記 

 

１．対象物件 

所        在 地  番 地  目 面積（㎡） 

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

２．譲渡理由 

 

 

 

３．譲受後の土地利用及び事業計画 

別紙のとおり 
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 申請者は記入しないこと 

平成  年  月  日受付（一社）大阪木材コンビナート協会 会長 海堀 哲也 印 

意 
 
 

 
 

見 

１．支障なし 

 【条件】 

 

 

 

 

 

２．支障あり 

 【理由】 

平成  年  月  日受付  地元市町 

意 
 
 

 
 
 

見 

１．支障なし 

 【条件】 

 

 

 

 

 

２．支障あり 

 【理由】 
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（別 紙） 

譲受後の土地利用及び事業計画 

 

１．事業の概要 

 ⑴ 法人設立年月日（個人の場合は創業年月日） 

          年  月  日 

⑵ 商   号 

 

⑶ 資 本 金 

 

⑷ 事業の目的 

 

 

 

 

⑸ 工場、事業所等の現況 

工場、事業所名   

所     在   

 

主要取扱品目及び数量 

 

 

 

面     積   

従 業 員 数   

 

⑹ 主要取引銀行 

銀  行  名 借 入 比 率 
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⑺ 主要株主 

株    主    名 持   株   比   率 

  

  

  

  

  

 

２．事業計画 

 ⑴ 内  容 

 

注．作業工程については、図示等により分かりやすく説明すること。 
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 ⑵ 生産計画 

  ア．月平均生産量（販売量） 

品     目 生産（販売）量 主な出荷先 

   

   

   

   

   

   

   

 

  イ．月間原木、半製品等消費量 

品目 消費量 主な出荷先 

   

   

   

   

   

   

 

 ⑶ 従業員数     常勤    人、 非常勤    人 

 

３．土地利用計画 

 ⑴ 施設配置計画 

区   分 面  積 主 要 設 備 馬 力 

工   場    

事 務 所    

倉   庫    

原木（製品）置場    
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 ⑵ 土地利用計画図（工場、倉庫、事務所等の配置計画を図示する。） 
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４．搬入し、又は搬出することとなる貨物の量の概計及び輸送に関する計画 

（当該地区が臨港地区の場合のみ必要。） 

 ⑴ 搬入することとなる貨物 

貨物の種類 
当該港湾を利用する貨物 左記貨物を利用する二次製品 当該港湾を利用しない貨物 貨物の量の 

合計 量 の 概 計 輸送に関する計画 量の概計 輸送に関する計画 量の概計 輸送に関する計画 

        

        

 

⑵ 搬出することとなる貨物 

 

貨物の種類 
当該港湾を利用する貨物 当該港湾を利用しない貨物 貨物の量の 

合計 量 の 概 計 輸送に関する計画 量の概計 輸送に関する計画 

                

      

【備考】 

１． 貨物量の概計は、

通常の１年間の貨物

の量の概計を記載す

ること。 

２． 港湾を利用する

貨物とは、当該港湾に

おいて船舶に積み込

み、又は船舶から取り

卸しされる貨物をい

い、港湾を利用しない

貨物とはそれ以外の

貨物をいう。 

３． 輸送に関する計

画欄には、貨物の輸送

方法等を記載するこ

と。 

４． 貨物の量の概計

の算出の基礎を記載

した書面を添付する

こと。 
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５．その他 

 ⑴ 地番図・商業登記簿謄本等譲受人及び事業計画の概要が分かる書類添付 

 ⑵ 位置図（当該地区を朱書する。） 

 


